
・歳 　　  入 （単位：百万円）

区　　　分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

市　　　税 12,599 12,592 13,547 13,623 13,591

譲与税・国県交付金 2,237 2,429 1,732 1,652 1,572

地方交付税 1,360 1,140 910 680 460

国・県支出金 2,146 2,344 2,391 2,291 2,285

諸　収　入 912 746 722 722 722

地　方　債 2,373 1,462 1,265 1,000 1,000

そ　の　他 3,132 2,890 2,394 2,981 3,307

計 24,759 23,603 22,961 22,949 22,937

・歳  　　 出 （単位：百万円）

区　　　分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

人　件　費 6,688 6,448 6,092 5,921 6,116

扶　助　費 2,978 3,146 3,204 3,273 3,344

公　債　費 2,266 2,351 2,655 2,805 2,832

物　件　費 4,210 3,980 3,850 3,750 3,400

補助費等 2,150 1,389 1,300 1,300 1,300

普通建設費 2,743 2,013 2,000 2,000 2,000

繰　出　金 3,103 3,359 3,260 3,300 3,345

そ　の　他 621 917 600 600 600

計 24,759 23,603 22,961 22,949 22,937

《市税収納率見込み》 (%)

区　　　分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

現年課税分収納率 97.55 97.55 97.30 97.35 97.35

滞納分収納率 14.19 12.00 12.00 13.00 13.50

年 間 収 納 率 90.62 90.60 90.40 90.45 90.46

《市税収納率実績》 (%)

区　　　分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

現年課税分収納率 98.30 98.18 97.82 97.73 97.63

滞納分収納率 12.39 14.33 12.24 11.18 11.41

年 間 収 納 率 94.49 93.91 92.89 91.77 90.83

６　財政健全化計画の策定（一般会計）

　⑴　計画期間は平成１７年度から平成２１年度までの５年計画とする。

　⑵　市税収入の収納率向上及び滞納繰越分の減少に努めるとともに受益者負担を原則
　　とする使用料、手数料の見直し、未利用財産等の売却を積極的に進め、財源の確保
　　を図る。



《使用料、手数料》

・平成18年度……使用料・手数料の改正

　　行政財産目的外使用料　　土地１㎡単価100円⇒200円、建物１㎡単価300円⇒400円

　　各種交付手数料　　住民票写し・納税証明書・印鑑証明書等200円⇒300円

・平成20年度……使用料・手数料の改正

・平成22年度……使用料・手数料の改正

・市債発行額及び残高 （単位：百万円）

年　　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

市 債 発 行 額 2,373 1,462 1,265 1,000 1,000

年度末市債残高 27,177 26,824 25,954 24,640 23,268

・経常収支比率 平成１６年度　９５．９％ ⇒　平成２１年度　９０．０％　　

・公債費比率 平成１６年度　１２．９％ ⇒　平成２１年度　１２．７％　　

・自主財源比率 平成１６年度　６１．０％ ⇒　平成２１年度　７０．０％　　

（単位：千円）

会　計　名 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

国民健康保険事業 380,000 470,900 470,000 470,000 470,000

老人保健事業 484,000 482,000 480,000 500,000 525,000

介護保険事業 611,200 671,700 660,000 680,000 700,000

下水道事業 1,070,000 824,000 750,000 750,000 750,000

区画整理事業 870,000 910,000 900,000 900,000 900,000

病院事業 1,047,000 1,000,000 900,000 900,000 900,000

水道事業 － － － － －

計 4,462,200 4,358,600 4,160,000 4,200,000 4,245,000

※病院事業会計への繰出金は、性質別としては補助費等に振り分けられる。

　⑹　特別会計・企業会計への繰出金

　⑷　市債発行額をコントロールし、公債費残高の削減を図るとともに、基金の残高を確
　　保することで、長期的に安定した財政基盤をつくる。

　⑸　公債費比率・経常収支比率など各種指標の目標数値の設定を行う。

　⑶　一般経常経費の節減はもとより、補助金等の見直しを継続的に行い、経費の節減
　　を図る。なお、補助金等については公益性の薄いもの、投資効果の低いもの、長期
　　にわたるもの、少額のもの等は徹底した見直しを行う。


